消セ第1194号
令和３年７月５日
大阪府教育委員会教育長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府消費生活センター所長
「消費者教育講師派遣事業」の実施について（通知）

　日頃から、消費者行政の推進について格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
　平成30年6月に成年年齢を18歳に引き下げる改正民法が成立し、令和4（2022）年4月に施行されるため、若年者への消費者教育がより一層重要なものとなっています。
「大阪府消費者基本計画（第２期）」（令和2年3月策定）では、特に在学中に成年となる高校生等に対する実践的な消費者教育を推進するため、貴教育委員会等と連携して消費者教育教材を活用した授業の実施及び「消費者教育コーディネーター」（※）や消費生活相談員などの実務経験者の学校教育現場での活用に重点的に取組むこととしています。
　当センターでは、学校における消費者教育を支援するため、下記の事業を実施するとともに、「消費者教育コーディネーター」を設置し、学校等での消費者教育をサポートしています。
つきましては、本事業について御理解いただき、各府立高等学校、支援学校等及び各私立小・中・高等学校へ周知いただくとともに、市町村教育委員会を通じた各市町村立小中学校への周知に御協力いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。
記
１　＜児童・生徒向け＞消費者教育講師派遣事業
　　児童・生徒等を対象にした消費者問題に関する授業や講座へ講師を派遣します。

　　インターネットでの契約トラブル等、若者に多い消費者トラブルの相談事例や対処法について、わかりやすく解説します。
http://www.pref.osaka.lg.jp/shouhi/keihatsu/koushihaken.html
２　＜教職員向け＞　消費者教育講師派遣事業
教職員等を対象にした消費者問題に関する講座をオンデマンドで実施します。若者に多い消費者被害の現状とその対処法や、消費者教育教材を紹介します。

http://www.kanshokyo.jp/web/kouza/2021c/faculty.html
※　消費者教育コーディネーター
　　  大阪府が設置する消費者教育コーディネーターが、学校等での消費者教育をサポートします。授業や教材研究のお手伝いも行いますので、消費者教育に関する不安や疑問点等があれば、お気軽にご相談ください。
＜参考＞
〇学校等の教育現場に消費者教育の講師派遣を実施している団体一覧

以下の８団体においても、「契約」「法教育」「キャッシュレス」など様々なテーマで消費者教育講師派遣事業を実施しています。

詳細は各団体のホームページからご確認いただけます。是非ご活用ください。
	団体名
	ホームページURL

	大阪司法書士会
	https://www.osaka-shiho.or.jp/koukousei/

	大阪府金融広報委員会
	https://www3.boj.or.jp/osaka/shiruporuto_osaka/advisor/index.html

	大阪弁護士会
	https://www.osakaben.or.jp/01-aboutus/haken/index.php

	近畿財務局
	http://kinki.mof.go.jp/212_00002.html

	
	http://kinki.mof.go.jp/332.html

	（公財）生命保険文化センター
	https://www.jili.or.jp/lecturer/

	（公財）全国消費生活相談員協会
	http://www.zenso.or.jp/lecturer.html

	日本証券業協会
	https://www.jsda.or.jp/gakusyu/jugyousien/challenge.html

	
	https://www.jsda.or.jp/gakusyu/edu/gakusei/u_demae.html

	（公社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会
	https://nacs.or.jp/kyoiku/kyoiku_gaiyo/koushi_haken/
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【申込み・問合せ先】
（公財）関西消費者協会
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